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意 見

第１ 審 査 の 対 象 令和４年度熊取町一般会計歳入歳出決算

令和４年度熊取町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

令和４年度熊取町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

令和４年度熊取町介護保険特別会計歳入歳出決算

令和４年度熊取町墓地事業特別会計歳入歳出決算

第２ 審 査 の 期 間 令和５年７月２１日～令和５年７月２８日

第３ 実 地 審 査 令和５年７月２８日 熊取町役場本館３階会議室

第４ 審 査 の 方 法 審査に当たっては、監査基準に基づき、町長から提出された決

算書類について計算に過誤がないか、実際の収支が収支命令に

符合しているか、収支が違法でないかを検証するため、会計簿、

証書類との照合、事情聴取その他の審査を実施した。また、財

政運営が経済的、効率的かつ合理的になされているか、行政水

準の向上が図られているかを主眼として考察した。

第５ 審 査 の 結 果

町長から提出された決算書に基づき、歳入歳出関係諸帳簿及び証書類を照合審査した結

果、決算計数はいずれも符合しており、誤りのないことを確認した。
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第６ 決 算 の 概 要

１．各会計別決算

（１）一般会計

①財政状況

令和４年度の歳入歳出決算額は、

執行率

予 算 現 額 ２０４億１，９８５万９，１０４円

歳 入 決 算 額 １７７億１，８４４万５，６５０円 ８６．８％

歳 出 決 算 額 １７５億６，８５３万３，８９１円 ８６．０％

歳入歳出差引額 １億４，９９１万１，７５９円である。

最近３年間の決算収支の状況は表１のとおりである。

歳入歳出差引額１億４，９９１万２千円で実質収支は７，５８８万９千円の黒字である

が、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支については５億３，８３９万

円の赤字となっている。

また、これに財政調整基金積立額３億８００万円を加えた実質単年度収支については、

２億３，０３９万円の赤字である。

表１ （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 20,391,408 18,205,939 17,718,446

歳 出 決 算 額 19,649,871 17,329,922 17,568,534

歳 入 歳 出 差 引 額 741,537 876,017 149,912

翌 年 度 繰 越 財 源 690,741 261,738 74,023

実 質 収 支 50,796 614,279 75,889

単 年 度 収 支 ① △ 1,946 563,483 △ 538,390

財政 調 整 基金 積 立 額 ② 114,000 26,000 308,000

地方 債繰 上 償還 額 ③ 0 0 0

財政調整基金取崩し額④ 136,000 0 0

実 質 単 年 度 収 支 ⑤ △ 23,946 589,483 △ 230,390

①　＝　当年度実質収支　－　前年度実質収支

⑤ ＝ ① ＋ ② ＋ ③ － ④
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②歳入

表２の歳入の推移をみると、歳入決算額は１７７億１，８４４万６千円で、前年度に比

べ４億８，７４９万３千円減少となった。

主な要因として、寄付金が４億８，７８８万５千円、繰越金が１億３，４４８万円、町

税が７，８０１万７千円、地方交付税が６，５７８万９千円、府支出金が５，７７１万３

千円それぞれ増加したものの、国庫支出金が子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金の減

などにより８億４，１５０万円、地方債が臨時財政対策債の減などにより３億７，０６０

万円、諸収入が駅西整備負担金の減などにより１億３，１７６万４千円それぞれ減少した

ことなどによるものである。

財源別構成比については、自主財源が３２．７％（前年度比１．４ポイント上昇）、依

存財源が６７．３％（前年度比１．４ポイント低下）となった。

決 算 額 構成 比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成 比 (R3－R2)/R2 (R4－R3)/R3

町 税 4,245,699 20.8 4,165,271 22.9 4,243,288 23.9 △ 1.9 1.9

地 方 譲 与 税 87,618 0.4 90,056 0.5 90,687 0.5 2.8 0.7

利 子 割 交 付 金 8,049 0.0 6,440 0.0 5,586 0.0 △ 20.0 △ 13.3

配 当 割 交 付 金 34,093 0.2 50,764 0.3 46,517 0.3 48.9 △ 8.4

株式等譲渡所得割交付金 38,578 0.2 56,927 0.3 33,178 0.2 47.6 △ 41.7

法 人 事 業 税 交 付 金 6,818 0.0 28,467 0.2 50,876 0.3 317.5 78.7

地 方 消 費 税 交 付 金 828,360 4.1 906,329 5.0 938,960 5.3 9.4 3.6

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 12,915 0.1 13,943 0.1 12,495 0.1 8.0 △ 10.4

自 動 車 取 得 税 交 付 金 2 0.0 ― 668 0.0 皆減 皆増

環 境 性 能 割 交 付 金 15,165 0.1 17,844 0.1 19,983 0.1 17.7 12.0

地 方 特 例 交 付 金 60,382 0.3 66,762 0.4 63,090 0.4 10.6 △ 5.5

地 方 交 付 税 3,080,017 15.1 3,580,333 19.7 3,646,122 20.6 16.2 1.8

交通安全対策特別交付金 6,680 0.0 6,210 0.0 5,580 0.0 △ 7.0 △ 10.1

分 担 金 及 び 負 担 金 80,310 0.4 105,289 0.6 114,171 0.6 31.1 8.4

使 用 料 及 び 手 数 料 194,376 1.0 192,847 1.1 191,289 1.1 △ 0.8 △ 0.8

国 庫 支 出 金 7,520,612 36.9 4,371,524 24.0 3,530,024 19.9 △ 41.9 △ 19.2

府 支 出 金 1,300,300 6.4 1,319,722 7.2 1,377,435 7.8 1.5 4.4

財 産 収 入 12,402 0.1 19,186 0.1 13,691 0.1 54.7 △ 28.6

寄 附 金 445,838 2.2 782,484 4.3 1,270,369 7.2 75.5 62.4

繰 入 金 538,441 2.6 78,023 0.4 84,803 0.5 △ 85.5 8.7

繰 越 金 342,028 1.7 741,537 4.1 876,017 4.9 116.8 18.1

諸 収 入 362,079 1.8 404,681 2.2 272,917 1.5 11.8 △ 32.6

町 債 1,170,646 5.7 1,201,300 6.6 830,700 4.7 2.6 △ 30.8

歳 入 合 計 20,391,408 100.0 18,205,939 100.0 17,718,446 100.0 △ 10.7 △ 2.7

自 主 財 源 合 計 5,775,335 42.6 5,706,834 31.3 5,796,176 32.7 △ 1.2 1.6

依 存 財 源 合 計 14,616,073 57.4 12,499,105 68.7 11,922,270 67.3 △ 14.5 △ 4.6

歳　　　入　　　の　　　推　　　移
表２ （単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年度増減率

※　区分において、網掛けしたものは「自主財源」、それ以外は「依存財源」に該当するものである。

※　構成比は、単純四捨五入しているので、合計しても１００％にならない場合がある。

区　　　　分
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町税の推移を税目別に示したものが表３「町税の推移」である。

町税は、本町の自主財源の柱であり歳入全体の約４分の１程度を占めており、前年度に

比べ７，８０１万７千円の増加となっている。これは、個人町民税が２，３５５万９千円、

法人住民税が１，４２１万１千円、固定資産税が１，９０３万１千円、町たばこ税１，２

７１万７千円それぞれ増加したことなどによるものである。

税目別の構成比率では、町民税が５４．９％、次いで固定資産税が３７．７％を占めて

いる。特に個人町民税が５２．１％、純固定資産税が３７．４％と、町税全体の８９．５％

を占めている。

町税の徴収率の推移については、表４のとおりである。

徴収率は、令和４年度は９８．８％で、前年度と同率であった。徴収率のうち、現年度

分については９９．４％で前年度の９９．５％より０．１ポイント減少し、滞納繰越分は

３９．１％で前年度の５３．３％より１４．２ポイント減少したところではあるが、全体

としては高い徴収率を確保できているものである。

納付コールセンター、コンビニエンスストア収納やスマホアプリ収納に加え令和５年度

より地方税共通納税システムの対象税目の拡大などにより納付方法の多チャンネル化の

推進、文書・臨戸訪問のほかＳＭＳのメッセージ送信による催告及び財産調査のデジタル

化等による早期着手や積極的な滞納処分の執行、平成２９年度から高額滞納案件を対象に

大阪府と参加市町が共同で徴収を行う大阪府域地方税徴収機構へ参加したことなどによ

り、高い徴収率を維持していることは評価できる。

町税収入は、本町における歳入の主たる財源であり、自主財源の確保と税負担の公平性

の見地から、今後もこれまで同様、高い徴収率の維持・向上に尽力されたい。

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比 (R3－R2)/R2 (R4－R3)/R3

2,377,056 56.0 2,290,177 55.0 2,327,947 54.9 △ 3.7 1.6

個 人 2,275,442 53.6 2,185,765 52.5 2,209,324 52.1 △ 3.9 1.1

法 人 101,614 2.4 104,412 2.5 118,623 2.8 2.8 13.6

1,592,254 37.5 1,579,531 37.9 1,598,497 37.7 △ 0.8 1.2

固 定 資 産 税 1,580,340 37.2 1,567,617 37.6 1,586,648 37.4 △ 0.8 1.2

交 付 金 11,914 0.3 11,914 0.3 11,849 0.3 0.0 △ 0.5

114,926 2.7 119,454 2.9 128,018 3.0 3.9 7.2

種 別 割 111,578 2.6 115,202 2.8 119,052 2.8 3.2 3.3

環 境 性 能 割 3,348 0.1 4,252 0.1 8,966 0.2 27.0 110.9

161,463 3.8 176,109 4.2 188,826 4.4 9.1 7.2

4,245,699 100.0 4,165,271 100.0 4,243,288 100.0 △ 1.9 1.9

町　　税　　の　　推　　移
表３ 　　　　（単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年度増減率

町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税

合　　　計

※　構成比は、単純四捨五入しているので、合計しても１００％にならない場合がある。

区　　　　　分
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現年度分 滞納繰越分 合計 現年度分 滞納繰越分 合計 現年度分 滞納繰越分 合計

99.3 35.7 98.2 99.5 35.0 98.4 99.4 33.3 98.4 

個 人 99.4 35.4 98.2 99.5 34.0 98.4 99.4 34.5 98.3 

法 人 97.7 54.5 97.4 99.6 53.7 98.7 99.9 3.6 98.8 

98.8 60.0 98.3 99.6 80.6 99.3 99.5 57.0 99.2 

固 定 資 産 税 98.8 60.0 98.3 99.6 80.6 99.3 99.5 57.0 99.2 

交 付 金 100.0 － 100.0 100.0 － 100.0 100.0 － 100.0 

99.2 55.8 98.4 99.3 59.9 98.9 99.1 59.9 98.8 

種 別 割 99.2 55.8 98.3 99.3 59.9 98.8 99.0 59.9 98.7 

環 境 性 能 割 100.0 － 100.0 100.0 － 100.0 100.0 － 100.0 

100.0 － 100.0 100.0 － 100.0 100.0 － 100.0 

99.1 43.7 98.3 99.5 53.3 98.8 99.4 39.1 98.8 

町　税　の　徴　収　率　の　推　移
表４ 　　（単位：％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度

町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税

合　　　計

区　　　　分
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③歳出

歳出決算額は１７５億６，８５３万４千円で、前年度に比べ２億３，８６１万２千円増

加となった。予算現額に対して８６．０％の執行率で、翌年度繰越額１３億９，３７９万

５千円を除いた不用額は、１４億５，７５３万円である。

款別予算執行状況は表５、款別歳出決算額比較表は表６のとおりである。

構成比率の高い順に、民生費３８．８％、総務費１８．５％、教育費１１．２％、衛生

費１０．４％、土木費９．０％となっている。

議会費については、前年度に比べ１，６２７万円減少となった。これは、議場映像・音

響システム整備費が１，５３７万８千円皆減したことなどによるものである。

総務費については、前年度に比べ５億９，９３５万５千円の増加となった。くまとりふ

るさと応援寄附の増加に伴い返礼品委託料、公金支払システム使用料、積立金が合計で４

億７，８５３万１千円の増加、財政調整基金積立金が２億８，２００万円増加したことな

どによるものである。

民生費については、前年度に比べ７億３，０５３万８千円の減少となった。減要因とし

ては、新型コロナウイルス感染症関連として子育て世帯臨時特別給付金が７億４，１２０

万円、住民税非課税世帯等臨時特別支援給付金が２億３，３２０万円、また老人憩の家耐

震補強工事費が２億３，１４５万８千円減少したこと、増要因としては電力・ガス・食料

品等価格高騰緊急支援交付金が２億１，３１０万円、東保育所大規模修繕工事が１億３，

００３万２千円増加したことなどによるものである。

衛生費については、前年度に比べ６，７２１万２千円増加となった。これは、新型コロ

ナウイルスワクチン（個別・集団）接種委託料が８，０２１万４千円減少したものの、予

防接種健康被害救済給付金４，４４１万２千円、出産・子育て臨時特例給付金３，３９０

万円、予防接種委託料が２，５６５万円増加したことなどによるものである。

農林水産業費については、前年度に比べ１，３３９万円増加となった。これは、ため池

等整備事業が６６５万９千円、永楽ダム取水設備工事が７０４万円それぞれ増加したこと

などによるものである。

商工費については、前年度に比べ２億９０４万７千円増加となった。これは地域振興券

事業が７，７４６万１千円、産業活性化基金積立金が６，５９９万９千円、事業者特別定

額給付金が３，４４５万円それぞれ増加したことなどによるものである。

土木費については、前年度に比べ３億１，８９７万５千円減少となった。これは、橋り

ょう修繕事業が３，６３４万８千円、奥山雨山自然公園施設更新工事が３，０５０万８千

円増加したものの、熊取駅西整備事業が２億３，２２５万３千円、道路新設改良事業（町

道久保高田線）が１億３，９５０万円それぞれ減少したことなどによるものである。

消防費については、前年度に比べ５，７４９万６千円増加となった。主な要因としては、

泉州南消防組合負担金が１，１５８万５千円減少したものの、消防団車両更新により５，

９４６万円増加したことによるものである。

教育費については、前年度に比べ３億２，７６３万２千円の増加となった。これは、学
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校給食費対策補助金が１億８０４万４千円減少したものの、公民館・町民会館整備工事費

等で２億５，１２８万１千円、小学校教育情報化推進事業（大型提示装置等）で５，４１

１万円、校務支援システム等の整備で２，６０５万８千円、要保護・準要保護児童生徒就

学援助費２，５２４万８千円それぞれ増加したことなどによるものである。

公債費については、前年度に比べ１，９６５万８千円増加となった。これは、災害復旧

事業債が１，７２９万４千円、一般廃棄物処理事業債が１，３７１万円それぞれ増加した

ことなどによるものである。

災害復旧費については、前年度に比べ１，０６０万５千円増加となった。これは、河川

災害復旧事業（普通河川雨山川）が１，０６０万５千円増加したことによるものである。

款別の翌年度繰越額は、土木費が神楽橋・美穂出橋橋梁修繕事業及び熊取駅西整備事業

の合計で６，２３８万５千円、教育費が小学校感染症対策等支援事業、東小学校大規模改

造事業、西小学校高効率照明器具設置事業、中学校感染症対策等支援事業、熊取中学校ト

イレ改修事業及び総合体育館高圧設備取替修繕事業及び公民館・町民会館整備事業の合計

１３億３，１４１万円である。
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表５

区　　　　　分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 構成比率 予算執行率

議 会 費 118,425 114,203 4,222 0.7 96.4 

総 務 費 3,498,488 3,248,117 250,371 18.5 92.8 

民 生 費 7,462,447 6,823,427 639,020 38.8 91.4 

衛 生 費 2,022,668 1,821,847 200,821 10.4 90.1 

農林水産業費 92,768 83,760 9,008 0.5 90.3 

商 工 費 479,463 441,047 38,416 2.5 92.0 

土 木 費 1,739,386 1,578,030 62,385 98,971 9.0 90.7 

消 防 費 641,195 622,760 18,435 3.5 97.1 

教 育 費 3,480,157 1,972,133 1,331,410 176,614 11.2 56.7 

公 債 費 853,371 851,710 1,661 4.8 99.8 

災 害 復 旧 費 19,012 11,500 7,512 0.1 60.5 

予 備 費 12,479 0 12,479 0.0 0.0 

合　　　計 20,419,859 17,568,534 1,393,795 1,457,530 100.0 86.0 

款　別　予　算　執　行　状　況
（単位：千円、％）

※　構成比は、単純四捨五入しているので、合計しても１００％にならない場合がある。

表６

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比

議 会 費 121,629 0.6 130,473 0.8 114,203 0.7 △ 16,270 △ 12.5

総 務 費 6,312,188 32.1 2,648,762 15.3 3,248,117 18.5 599,355 22.6

民 生 費 6,263,152 31.9 7,553,965 43.6 6,823,427 38.8 △ 730,538 △ 9.7

衛 生 費 1,504,365 7.7 1,754,635 10.1 1,821,847 10.4 67,212 3.8

農 林 水 産 業 費 67,128 0.3 70,370 0.4 83,760 0.5 13,390 19.0

商 工 費 100,777 0.5 232,000 1.3 441,047 2.5 209,047 90.1

土 木 費 1,569,434 8.0 1,897,005 10.9 1,578,030 9.0 △ 318,975 △ 16.8

消 防 費 582,307 3.0 565,264 3.3 622,760 3.5 57,496 10.2

教 育 費 2,106,086 10.7 1,644,501 9.5 1,972,133 11.2 327,632 19.9

公 債 費 875,032 4.5 832,052 4.8 851,710 4.8 19,658 2.4

災 害 復 旧 費 147,773 0.8 895 0.0 11,500 0.1 10,605 1,184.9

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 ―

合　　　計 19,649,871 100.0 17,329,922 100.0 17,568,534 100.0 238,612 1.4

款 別 歳 出 決 算 額 比 較 表
（単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度
区　　　　分

増減額
(R4－R3)

増減率
(R4－R3)/R3
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次に、義務的経費や投資的経費等の推移を表したのが、表７の性質別決算の状況である。

（総務省の地方財政状況調査（決算統計）を基に作成）

義務的経費については、前年度との金額ベースの比較では５億９，０９５万５千円減少

しており、構成比も前年度より４．０ポイント低下し、全体の４４．０％となっている。

扶助費が４億５，３７８万５千円減少しており、主な理由としては電力・ガス・食料品等

価格高騰緊急支援給付金等の影響によりに増加した一方で、子育て世帯臨時特例給付金等

により減少したことによるものである。人件費については退職手当の減少や、保育所の民

営化等に伴い給与や会計年度任用職員報酬等が減少したことなどにより全体で１億５，６

８２万８千円減少している。公債費については災害復旧事業債及び一般廃棄物処理事業債

の償還金の増により１，９６５万８千円増加している。

投資的経費については、構成比が前年度より２．１ポイント低下し、９．７％となって

いる。また、前年度との金額ベースでの比較では３億３，８５１万８千円減少している。

これは、普通建設事業費（単独）が１億１，１０３万４千円増加したものの、普通建設事

業費（補助）が４億６，０１５万７千円減少したことによるものである。

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構成 比 決 算 額 構 成 比 (R3－R2)/R2 (R4－R3)/R3

6,971,162 35.5 8,318,539 48.0 7,727,584 44.0 19.3 △ 7.1

人 件 費 2,984,316 15.2 3,278,531 18.9 3,121,703 17.8 9.9 △ 4.8

扶 助 費 3,111,814 15.8 4,207,956 24.3 3,754,171 21.4 35.2 △ 10.8

公 債 費 875,032 4.5 832,052 4.8 851,710 4.8 △ 4.9 2.4

1,973,225 10.0 2,047,328 11.8 1,708,810 9.7 3.8 △ 16.5

普通建設事業費（補助） 992,159 5.0 1,276,492 7.4 816,335 4.6 28.7 △ 36.0

普通建設事業費（単独） 827,830 4.2 769,941 4.4 880,975 5.0 △ 7.0 14.4

災 害 復 旧 費 153,236 0.8 895 0.0 11,500 0.1 △ 99.4 1184.9

2,406,466 12.2 2,728,702 15.7 3,224,007 18.4 13.4 18.2

6,223,216 31.7 1,808,521 10.4 1,902,222 10.8 △ 70.9 5.2

347,430 1.8 615,809 3.6 1,005,910 5.7 77.2 63.3

1,571,468 8.0 1,620,798 9.4 1,752,996 10.0 3.1 8.2

156,904 0.8 190,225 1.1 247,005 1.4 21.2 29.8

19,649,871 100.0 17,329,922 100.0 17,568,534 100.0 △ 11.8 1.4

性　質　別　決　算　の　状　況
表７ （単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年度増減率

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

物 件 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金 ・ そ の 他

維 持 補 修 費

合　　　　　計

※　構成比は、単純四捨五入しているので、合計しても１００％にならない場合がある。

区　　　　　分
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④経常収支比率

経常収支比率は、財政構造の弾力性を示す指数であり、数値が低いほど弾力性が高いと

されているが、表８のとおり前年度の８８．９％より５．３ポイント上昇し、９４．２％

となった。これは、分母となる臨時財政対策債が大幅に減少した一方で、分子となる物件

費、扶助費、公債費、繰出金などが増加したことによるものである。

⑤まとめ

令和４年度一般会計決算については、昨今の原油価格・物価高騰に伴う光熱水費などの

増加に加え、令和４年度から実施した子ども医療費の助成対象拡充などにより経常的な扶

助費が増加したほか、公民館・町民会館のリニューアルオープンに向けた整備工事費等が

増加したことなどにより、歳出全体では前年度から約２億３，９００万円の増加となった。

一方で、国税収入が増収になった影響などにより、前年度に引き続き地方交付税の追加

交付があったことや地方消費税交付金をはじめとする各種交付金が増加したことに加え、

前年度からの繰越金が多かったことで、財源不足を補うための基金繰入なしで黒字決算と

なっている。

しかし、繰越金の影響を除いた単年度収支については約５億３，８００万円の赤字であ

り、さらに単年度収支から財政調整基金への積立を除いた実質単年度収支についても約２

億３，０００万円の赤字となっている。

また、近年は歳出のベースとなる義務的経費が増加傾向にあり、経常収支比率について

は、前年度から５．３ポイント悪化し、９４．２％となっている。

財政状況としては健全な状態と認められるところではあるが、今後、喫緊の課題である

少子化対策や、デジタル社会、脱炭素社会の実現に向けた取組などの新たな行政需要への

区分／年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 算　　式

経常収支比率 94.7 93.1 93.2 88.9 94.2 

経　常　収　支　比　率
表８　

経常経費充当一般財源

 経常一般財源収入額
×１００

区　　　分 令和４年度 令和３年度 対前年度増減額 区　　　分 令和４年度 令和３年度 対前年度増減額

人 件 費 2,769,284 2,857,502 △ 88,218 町 税 4,243,288 4,165,271 78,017

物 件 費 1,597,189 1,477,258 119,931 地 方 譲 与 税 90,687 90,056 631

扶 助 費 984,358 899,834 84,524
地方 消費 税交 付金 等

各 税 交 付 金
1,108,263 1,080,714 27,549

公 債 費 837,793 814,489 23,304 地 方 交 付 税 3,460,666 3,392,732 67,934

繰 出 金 1,288,856 1,227,824 61,032 臨時財政対策債 172,000 640,000 △ 468,000

そ の 他 1,267,853 1,244,738 23,115 そ の 他 210,180 214,391 △ 4,211

合 計 8,745,333 8,521,645 223,688 合 計 9,285,084 9,583,164 △ 298,080

経常経費充当一般財源（分子） 経常一般財源収入額（分母）
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対応に伴い、経常的経費の増加も見込まれるなど、本町の財政状況は厳しさを増していく

ことが想定されるところであり、自主財源の確保のためにも生産年齢人口の増加につなが

るような施策を推進し、子どもが安心して住める魅力あるまちづくりを目指すとともに、

職員の人材育成をはじめ第４次行財政構造改革プランの各取組項目を着実に実行し、更な

る効率的かつ安定的な財政運営に努められたい。
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（２）国民健康保険事業特別会計

①財政状況

令和４年度の歳入歳出決算額は、

執 行 率

予 算 現 額 ５０億４，２９０万２，０００円

歳 入 決 算 額 ４８億２，９１３万３，２６２円 ９５．８％

歳 出 決 算 額 ４７億７，３７６万４，３１９円 ９４．７％

歳入歳出差引額 ５，５３６万８，９４３円である。

最近３年間の決算収支の状況は表９のとおりである。

歳入決算額４８億２，９１３万３千円から歳出決算額４７億７，３７６万円４千円を差

し引いた歳入歳出差引額は、５，５３６万９千円であり、翌年度に繰越すべき財源はない

ので、実質収支も５，５３６万９千円の黒字となる。

これから前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、１，３０７万７千円の赤字とな

っている。

②歳入

歳入内訳は表１０のとおりである。歳入決算額は４８億２，９１３万３千円で前

年度に比べ１億１，３７２万円の減少となった。

これは、被保険者数の減少や、令和４年度より新設された未就学児均等割保険料の軽減

（約３，１００万円）に伴う減少により国民健康保険料が３，６５０万２千円、コロナに

よる受診控えの影響が大きかった令和２年に比べ、令和３年度はその影響が弱まり、保険

給付費が大きく伸びたことから、令和３年度の実質収支が令和２年度に比べ大きく減少し

たことから繰越金が７，５８６万５千円それぞれ減少したことによるものである。

なお繰入金については、歳出における事務的経費の増加や令和４年度より新設された未

就学児均等割保育料の軽減分にかかる繰入金の増加等により１，５９４万８千円増加して

いる。

表９ （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 4,924,060 4,942,853 4,829,133

歳 出 決 算 額 4,779,750 4,874,407 4,773,764

歳 入 歳 出 差 引 額 144,310 68,446 55,369

翌 年 度 繰 越 財 源 0 0 0

実 質 収 支 144,310 68,446 55,369

単 年 度 収 支 99,574 △ 75,864 △ 13,077
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③歳出

歳出内訳は表１１のとおりである。歳出決算額は４７億７，３７６万４千円で前

年度に比べ１億６４万３千円の減少となった。

これは、育児休業に係る会計年度任用職員報酬、及び令和４年度より新設された未就学

児均等割保険料軽減にかかるシステム改修費用などにより総務費が８６０万２千円増加

したものの、保険料率の抑制や被保険者数の減少などの要因により国民健康保険事業納付

金が３，８２４万９千円、前年度繰越金の減少による基金積立金の減少により５，９３５

万２千円それぞれ減少したことになどによるものである。

表１０

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 (R3－R2)/R2 (R4－R3)/R3

1,062,165 21.6 998,381 20.2 961,879 19.9 △ 6.0 △ 3.7

149 0.0 138 0.0 155 0.0 △ 7.4 12.3

24,747 0.5 6,585 0.1 0 0.0 △ 73.4 △ 100.0

3,380,493 68.7 3,390,019 68.6 3,388,284 70.2 0.3 △ 0.1

397,808 8.1 391,793 7.9 407,741 8.4 △ 1.5 4.1

44,736 0.9 144,311 2.9 68,446 1.4 222.6 △ 52.6

26 0.0 27 0.0 81 0.0 3.8 200.0

13,936 0.3 11,599 0.2 2,547 0.1 △ 16.8 △ 78.0

4,924,060 100.0 4,942,853 100.0 4,829,133 100.0 0.4 △ 2.3

（単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年度増減率

国 民 健 康 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

財 産 収 入

諸 収 入

合　　　　　計

※　本表については総務省の地方財政状況調査（決算統計）の数値を使用している。
※　構成比は単純四捨五入しているので、合計しても１００％にならない場合がある。

歳   入   内   訳

区　　　　　分

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 (R3－R2)/R2 (R4－R3)/R3

3,270,288 68.4 3,282,484 67.3 3,276,335 68.6 0.4 △ 0.2

1,371,724 28.7 1,371,084 28.1 1,332,835 27.9 △ 0.0 △ 2.8

4,642,012 97.1 4,653,568 95.5 4,609,170 96.6 0.2 △ 1.0

84,801 1.8 69,920 1.4 78,522 1.6 △ 17.5 12.3

46,842 1.0 53,373 1.1 52,470 1.1 13.9 △ 1.7

26 0.0 84,876 1.7 25,524 0.5 326,346.2 △ 69.9

6,069 0.1 12,670 0.3 8,078 0.2 108.8 △ 36.2

0 0.0 0 0.0 0 0.0 － －

4,779,750 100.0 4,874,407 100.0 4,773,764 100.0 2.0 △ 2.1

表１１ （単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 対前年度増減率

保 険 給 付 費

国民健康保険事業費納付金

小　　　　　計

総 務 費

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　計

※　本表については平成２８年度から総務省の地方財政状況調査（決算統計）の数値を使用している。
※　構成比は、単純四捨五入しているので、合計しても１００％にならない場合がある。

歳   出   内   訳

区　　　　　分
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④まとめ

一般被保険者と退職被保険者数をあわせた被保険者数の合計については、被保険者の後

期高齢者医療制度への移行などにより前年度より４５１人減少し、８，９０８人となった。

また、被保険者１人当たりの医療費については、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る受診控えの影響が残る令和３年度と比較すると、その影響が弱まったことなどから増加

傾向にある。

今後、高齢化や高度医療技術の進歩に伴い、事業の運営環境は厳しくなる傾向にあると

考えられることから、平成３０年度から大阪府で初めて実施した「健康づくり推進奨励事

業（めざせ！がっちり健幸）」による特定健診、特定健康指導の受診率の向上など予防事

業に重点を置き、医療費の適正化に引き続き取り組まれることを期待する。

国民健康保険料の徴収率については、現年度分が９５．９５％（前年度比０．８３ポイ

ント減）、滞納繰越分が１９．２６％（前年度比０．８８ポイント減）、全体で８６．３１％

（前年度比０．５８ポイント減）となっている。

今後も、財源の確保と保険料負担の公平性の確保のため、納付コールセンターや夜間相

談窓口の開設、臨戸徴収、コンビニエンスストア収納、積極的な滞納処分など引き続き徴

収率の維持・向上に努められるよう望むとともに、保険料の軽減制度などの徴収緩和措置

についても十分に周知されたい。
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（３）後期高齢者医療特別会計

①財政状況

令和４年度の歳入歳出決算額は、

執 行 率

予 算 現 額 ８億１，２２８万４，０００円

歳 入 決 算 額 ８億 ５９０万 ２４３円 ９９．２％

歳 出 決 算 額 ８億 ２３５万９，６９１円 ９８．８％

歳入歳出差引額 ３５４万 ５５２円である。

最近３年間の決算収支の状況は表１２のとおりである。

歳入決算額８億５９０万１千円から歳出決算額８億２３６万円を差し引いた歳入歳出

差引額は、３５４万１千円であり、翌年度に繰越すべき財源はないので、実質収支として

は３５４万１千円の黒字である。

これから前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、７０万３千円の黒字となってい

る。

②歳入

歳入決算額は８億５９０万１千円で、前年度に比べ７，３３４万５千円の増加となった。

これは、被保険者数の増加などにより保険料が５，８０７万９千円、被保険者数の増に

伴う保険基盤安定負担金の増額に伴い繰入金が１，０３９万７千円、それぞれ増加したこ

となどによるものである。

③歳出

歳出決算額は８億２３６万円で、前年度に比べ７，２６４万２千円の増加となった。

これは、被保険者数が増加したことなどにより広域連合納付金が６，８７８万１千円、

集団健診事業における受診者の増加や高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業に

おける人件費の増加などにより保健事業費が２１９万円それぞれ増加したことなどによ

表１２ （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 706,233 732,556 805,901

歳 出 決 算 額 704,017 729,718 802,360

歳 入 歳 出 差 引 額 2,216 2,838 3,541

翌 年 度 繰 越 財 源 0 0 0

実 質 収 支 2,216 2,838 3,541

単 年 度 収 支 △ 1,097 622 703
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るものである。

④まとめ

後期高齢者医療制度は、都道府県毎に設置された後期高齢者医療広域連合がその運営主

体となっており、大阪府後期高齢者医療広域連合への負担金が歳出の大部分を占めている。

一方、歳入について、その大部分を占めている後期高齢者医療保険料の徴収方法は年金

からの特別徴収を基本としており、現年度分が９９．７７％（前年度比０．１２ポイント

減）、滞納繰越分が３２．９１％（前年度比４．６９ポイント増）、全体で９９．６２％（前

年度比０．１１ポイント減）となっており、全体では前年度に比べ減少しているが、高い

水準を維持している。今後も、財源の確保と保険料負担の公平性の確保のため、徴収率の

維持・向上に努められたい。

また、被保険者数は前年度より４２６人増加して、６，６２１人となり、年々増加傾向

にある。今後も高齢化が進み、被保険者数が増加していくことが見込まれる中、関係各部

署との連携を図りつつ、より一層の健診の受診率の向上に努め、予防事業に重点を置くと

ともに、独居老人や健診に出向けない人への対策に取り組み、健康増進や医療費の適正化

を図るよう期待するものである。また保険料の軽減制度など徴収緩和措置についても、十

分な周知されたい。
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（４）介護保険特別会計

①財政状況

令和４年度の歳入歳出決算額は、

執 行 率

予 算 現 額 ４２億２，４０４万７，０００円

歳 入 決 算 額 ３７億７，７４２万８，４９０円 ８９．４％

歳 出 決 算 額 ３７億２，７５３万８，９０７円 ８８．２％

歳入歳出差引額 ４，９８８万９，５８３円である。

最近３年間の決算収支の状況は表１３のとおりである。

歳入決算額３７億７，７４２万９千円から歳出決算額３７億２，７５３万９千円を差し

引いた歳入歳出差引額は、４，９８９万円の黒字であり、翌年度に繰越すべき財源はない

ので、実質収支も４，９８９万円の黒字である。

これから前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、２，６２７万円の赤字となって

いる。

②歳入

歳入決算額は、３７億７，７４２万９千円で前年度に比べ７，７２４万４千円の増加と

なった。

これは、歳出における介護給付費の増加に伴い、国庫支出金１，３４５万２千円、支払

基金交付金２，９３４万８千円、府支出金３６５万５千円、繰入金７５８万５千円それぞ

れ増加したものである。

また、令和３年度における実質収支が増加したことにより繰越金が１，７４８万円増加

し、保険料収入においては、徴収率の向上等により１８２万３千円増加している。

表１３ （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 3,630,864 3,700,185 3,777,429

歳 出 決 算 額 3,572,184 3,624,025 3,727,539

歳 入 歳 出 差 引 額 58,680 76,160 49,890

翌 年 度 繰 越 財 源 0 0 0

実 質 収 支 58,680 76,160 49,890

単 年 度 収 支 42,293 17,480 △ 26,270
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③歳出

歳出決算額は、３７億２，７５３万９千円で前年度に比べ１億３５１万４千円の増加と

なった。

主な要因としては、利用者数の増加に伴う居宅介護サービス給付費等の増加より保険給

付費が７，２０６万７千円、介護給付費負担金の前年度精算に伴う返還金などにより諸支

出金が２，３６８万１千円、介護予防・生活支援サービスのふれあい元気教室の拡充やタ

ピオステーションの再開に伴う経費の増を含め地域支援事業費全体では、１，０５８万８

千円それぞれ増加したことなどによるものである。

④まとめ

高齢化の進行している中で、１号被保険者数は前年度と同数の１２，５５９人と横ばい

であるが、要支援・要介護認定者数については前年度より１３人増え２，４２６人となり、

介護サービス受給者数（３月利用者）は前年度より６７人増え２，２１４人と年々増加し

ている。

歳出の大部分を占める保険給付費については、前年度より７，２０６万７千円増加して

おり、今後も高齢化に伴い増加傾向が続くと見込まれる。

また、保険料の徴収率については、年金からの天引きである特別徴収が大部分を占める

こともあり、現年度分が９９．７％（前年度比同率）、滞納繰越分が１０．８％（前年度

比６．１ポイント減）、全体で９８．９％（前年度比同率）となっており、全体として、

高い水準を保っている。

決算状況については、特に問題ないと思われるが、今後も保険料の徴収率の維持・向上

に努められるとともに、ふれあい元気教室の利用促進やタピオステーションの拡充をはじ

め介護予防事業にもこれまで以上に取り組み、地域や関係機関と連携し健康寿命を引き上

げるよう努めていただき、介護保険事業の健全な運営に取り組まれることを期待する。
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（５）墓地事業特別会計

①財政状況

令和４年度の歳入歳出決算額は、

執 行 率

予 算 現 額 ４，２２４万２，０００円

歳 入 決 算 額 ２，２８５万７，０８０円 ５４．１％

歳 出 決 算 額 ２，２８５万７，０８０円 ５４．１％

歳入歳出差引額 ０円である。

最近３年間の決算収支の状況は表１４のとおりである。

歳入決算額２，２８５万７千円から歳出決算額２，２８５万７千円を差し引いた歳入歳

出差引額は０円であり、翌年度へ繰越すべき財源もないため、実質収支は０円である。

これから前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、０円となっている。

②歳入

歳入決算額は、２，２８５万７千円で前年度に比べ９８５万３千円の減少となった。こ

れは、５年度毎に納付される管理手数料が前年に比べ９５６万４千円減少したことによる

ものである。

③歳出

歳出決算額は、２，２８５万７千円で前年度に比べ９８５万３千円の減少となった。

維持管理経費については大きな増減はなく、歳入における管理手数料等の減少に伴い基

金積立金が８８２万３千円減少したことなどによるものである。

④まとめ

墓地事業特別会計は、墓地の使用料及び手数料を基金に積み立て、施設の維持管理に要

する費用をその基金から繰り入れて賄っており、これらの使用料及び手数料の収納状況は、

表１４ （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳 入 決 算 額 20,878 32,710 22,857

歳 出 決 算 額 20,878 32,710 22,857

歳 入 歳 出 差 引 額 0 0 0

翌 年 度 繰 越 財 源 0 0 0

実 質 収 支 0 0 0

単 年 度 収 支 0 0 0
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未収がなく１００％の収納率となっている。

墓地に関しては「墓じまい」等に表されるように、多様な考え方が拡がりを見せており、

熊取永楽墓苑においても、年々未使用区画数が増加していることから、施設のメンテナン

スを適切に行うなど墓苑のイメージの向上を図りつつ、積極的にＰＲに取り組むなど、空

き区画の減少に努められたい。
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第７ 町有財産・町債の概要

（１）町有財産

①公有財産

ア）土地

土地については、前年度より２，６２５．７６㎡増加し、令和４年度末の

現在高は２，００１，９５８．８２㎡となった。

増加した主な要因については、野外活動ふれあい広場多目的用地の取得に

より２，３８３．００㎡増加したことや、開発による帰属により４０８．９

１㎡増加したことによるものである。その結果、令和４年度末の現在高は、

公共用財産が７５２，５４０．３４㎡、普通財産が１，２４９，４１８．４

８㎡となった。

イ）建物

建物については、前年度より３７７．５０㎡増加し、令和４年度末の現在

高は１１１，８８９．５１㎡となった。

要因は、熊取駅西交通広場開通に伴う東西自由通路の延長によるものである。

ウ）出資による権利

一般財団法人アジア・太平洋人権情報センターにおける基本財産の取り崩しにより、出

資総額の現在額は前年度末より２万６千円減少し、令和４年度末の現在高は１，８７３万

５千円となった。

②備品（購入価格５０万円以上）

区分毎の総数で増減したものとしては、消防車２台増、映写機が２台減、液晶プロジェ

クター１台減、総合行政ネットワーク府域ネットワーク整備関連機器が１減、調理台５台

減、エアコン４台増、法務省情報連携端末との連携システムが１減、子ども子育て支援新

システム一式が１減、団体内統合利用番号連携システム一式が１減、ファイルサーバシス

テム機器が１減、生ごみ処理機４台増、行政手続きオンライン化システム一式が１増、選

挙事務支援システム一式が１増、戸籍事務連携用生体認証ソフト一式が１増となった。
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③基金

基金残高の状況については表１５のとおりである。

（２）町債

町債残高等の状況については表１６のとおりである。

なお、町債を発行しているのは一般会計のみとなっている。

令和４年度の町債発行額が８億３，０７０万円に対し、元金償還金が８億２，５４９万

５千円となり、令和４年度末現在高は前年度末と比べ５２０万５千円増加し、９５億７，

９１２万円となった。

令和４年度の起債の主な内容は、臨時財政対策債１億７，２００万円、東保育所改修事

業債１億１，４９０万円、水道事業会計出資債８，６００万円である。

財政規模に対する公債費から地方交付税措置がなされるものを除いた実質的な公債費

の比率を表す実質公債費比率は、１．５％（３ヵ年平均）であり、昨年度の２．３％と比

べて０．８ポイント低下している。単年度での実質公債費比率については、前年度と同じ

１．２％であったが、令和２年度単年の実質公債費比率が２．３％であったため、３ヵ年

平均では数値が改善している。

表１５ （単位：千円）

令和３年度末 令和４年度 令和４年度 令和４年度末
現 在 高 積 立 額 取 崩 額 現 在 高

公 共 設 備 整 備 基 金 1,416,142 853 0 1,416,995 

財 政 調 整 基 金 1,007,221 308,000 0 1,315,221 

減 債 基 金 793,769 455 0 794,224 

くま と り ふ る さ と 応 援 基 金 3,324,375 624,972 0 3,949,347 

く ま と り 防 災 基 金 1,000,855 558 0 1,001,413 

産 業 活 性 化 基 金 67,051 66,003 24,427 108,627 

地 域 福 祉 基 金 16,070 9 16,079 0 

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 7,135 5,060 0 12,195 

国民健康保険財政調整基金 144,841 25,524 0 170,365 

介 護 給 付 費 準 備 基 金 398,332 51,740 0 450,072 

墓 地 基 金 117,274 12,576 10,265 119,585 

合　　　　　　　　　　計 8,293,065 1,095,750 50,771 9,338,044 

※端数処理の関係上、実際の数値と誤差が生じる場合がある。

基 金 残 高 の 状 況 　

表１６

令和３年度末 令和４年度 令和４年度末

現 在 高 発 行 額 元 金 利 子 合 計 現 在 高

一 般 会 計 9,573,915 830,700 825,495 26,215 851,710 9,579,120 

町 債 残 高 の 状 況 　
（単位：千円）

令和４年度元利償還額
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第８ 総括

令和４年度の熊取町一般会計・特別会計の歳入歳出決算を審査した結果については、それ

ぞれの項目で述べたとおりであるが、一般会計については、子ども医療費の助成対象拡充な

どにより経常的な扶助費が増加したほか、公民館・町民会館のリニューアルオープンに向け

た整備工事費等が増加したことなどにより、歳出全体では前年度から２億３，９００万円の

増加となった。

国税収入が増収になった影響などにより、前年度に引き続き地方交付税の追加交付があっ

たことや地方消費税交付金をはじめとする各種交付金が増加したことに加え、前年度からの

多額の繰越金があったことで、財源不足を補うための基金繰入なしで黒字決算となっている。

「くまとりふるさと応援寄附金」は、謝礼品の調達による経費等を控除した６億２，３１０

万６千円を「くまとりふるさと応援基金」に積み立てており、引き続き大きな収入源となっ

ている。今後においても、限られた条件の中で少しでも多くの方に応援していただけるよう

引き続き熊取町の魅力を発信するとともに、魅力ある謝礼品の企画やＰＲに努められたい。

特別会計については、人口の減少、高齢化が進行している中で、健康寿命の向上への取組

をすすめられたい。その上で、結果的にに国民健康保険事業、後期高齢者医療、介護保険の

各特別会計の財政健全化にも寄与するような施策の推進し、持続可能な保険制度を実現する

ため、保険料徴収率の維持・向上に引き続き努めるとともに、徴収緩和措置についても、十

分な周知を含め積極的に取り組まれたい。

墓地事業特別会計において、未使用区画数が増加している現状を踏まえ、多くの方に墓苑

を利用してもらえるようＰＲ等に努めていただきたい。

基金については、今後の財政運営の安定性に重要な役割を果たすものと見込まれることか

ら、堅実な基金運用に努めるとともに、人口減少社会に対応するための施策等、安心・安全

で魅力あるまちづくりのために、必要に応じてくまとりふるさと応援基金を有効に活用され

たい。

最後に、新型コロナウイルス感染症の影響が落ち着きをみせてはいるが、物価高騰の影響

等様々な社会情勢を注視するとともに、職員の人材育成を含め、第４次行財政構造改革プラ

ンの各取り組み項目を着実に実行し、更なる財源の確保及び経費の抑制を図り、基金繰入に

恒常的に依存しない均衡した財政収支の実現に努められたい。


